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第７分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の困難に対す

る支援と多様性を尊重する環境の整備 

 

【基本認識】 

〇 我が国では、既に超高齢社会を迎え、今後も高齢者人口の増加が続くことが見込まれ

る中、2030 年には単独世帯が全体の４割を超えると推計されるなど、「世帯の単独化」が

同時に進行している。このような人口動態・世帯構成の変化を踏まえれば、高齢者や、就

職氷河期世代等の今後高齢期を迎える世代が抱える様々な困難への対応が、これまで以

上に重要な課題となる。特に、性別でみると、65 歳以上の一人暮らしは、令和２（2020）

年に女性が約 441 万人、男性が約 231 万人と、女性が大きく上回っている。高齢女性は

高齢男性よりも貧困率が高く、その中でも単独世帯の高齢女性の貧困率が高い状況にあ

る。高齢女性や今後高齢期を迎えていく世代の女性について、その生活上の困難や就労、

家族形態等をめぐる実情を的確に捉え、必要な支援を提供することや、男女間の賃金格

差の解消、労働者が希望する形での継続就業の支援、非正規雇用労働者の正社員転換や

待遇改善等、現役世代の高齢期も見据えた対策を今から講じていくことは、個人の尊厳

が守られ、安全で、安心して暮らせる社会を築く上で重要な課題の一つである。また、貧

困等生活上の困難は、若年層から高齢層まで、全ての年代の女性に生じ得ることに留意

する必要がある。 

〇 セーフティネットの機能として、このような貧困等生活上の困難に対する多様な支援

を行うとともに、その支援が届きやすくなるよう改善に努めることが必要である。その

際、子育て、介護、暴力の被害等に関する施策の対象ではない場合は、行政や支援機関と

の接点を持ちにくく、公的な支援を受けることが難しくなっていることに留意が必要で

ある。 

〇 ひとり親家庭等の親子が安心して生活できる環境の整備や、家族の介護等を行ってい

るいわゆるヤングケアラーの問題にも引き続き取り組む必要がある。また、こどもの貧

困対策や孤独・孤立対策等を総合的に講じていくことにより、若年層を含め、個人の置

かれた状況に寄り添った切れ目のない支援を行うことが重要である。 

〇 高齢期においても就業を継続する女性が増えている中、ハラスメント等の人権に関す

る問題や安全衛生の確保等に留意し、女性が安全に安心して就業を継続できる環境の整

備に取り組むことが必要である。また、女性が長期的な展望に立って働けるようにする

ために、不利益を被ることなく、男女ともに出産・育児・介護等に対応した多様で柔軟な

働き方を選択できるようにすることも必要である。 

〇 様々な属性81を理由とした社会的困難を抱えている場合、社会における固定的な性別役

割分担意識や性差に関する偏見があいまって更に複合的な困難を抱えることがある。こ

のため、様々な属性の人々についての正しい理解を広め、社会全体が多様性を尊重する

環境づくりを進めることが必要である。多様な属性の人々の人権が尊重される社会を作

ることは、それ自体が極めて重要なことであり、その結果として女性が複合的な困難を

抱えるリスクが減ることにつながる。 

 
81 例えば、アイヌの人々であること、障害があること、性的マイノリティであること、部落差別（同和

問題）に関すること、外国人やルーツが外国であること。 
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〇 これらのことを踏まえ、男女共同参画の視点に立ち、多様かつ複合的な困難を抱える

女性に対して、困難な状況が固定化・連鎖しないようきめ細かな支援を行うことにより、

全ての女性が安全に安心して暮らせる環境の整備に取り組む必要がある。 

＜施策の基本的方向と具体的な取組＞ 

１ 貧困等生活上の困難に直面する女性等への支援 

（１）施策の基本的方向 

〇 貧困等生活上の困難に陥ることなく、健康で文化的な生活を送るために十分な賃金を

確保できるようにするため、男女共同参画の視点から就業・生活面の環境整備を行う。

また、男女間の賃金格差の解消や労働者が希望する形での継続就業の支援等に取り組む

ことは、高齢期の公的年金受給額の格差是正のためにも必要であり、女性の経済的自立

の観点から不可欠である。 

〇 ひとり親家庭等に対し、親子が安心して生活できるように世帯やこどもの実情に応じ

たきめ細かな自立支援を行う。その際、母子家庭に加え、父子家庭の抱える困難への対

応にも留意する。 

〇 貧困の次世代への連鎖を断ち切るため、貧困の状況にあるこどもへの教育の支援、生

活面での支援等を行うとともに、次世代を担うこども・若者が、社会生活を円滑に営む

ことができるよう、地域の実情に即した切れ目のない支援を行う。 

〇 貧困等生活上の困難に直面する女性は、自ら支援を求めることが難しいことや、暴力

による被害等が背景にある場合があることにも留意し、令和６（2024）年４月に施行さ

れた女性支援新法によって各地域において整備が進められている相談支援体制等によ

り、必要な支援につなげていく。 

〇 また、高齢、疾病、障害などの理由で働くことができない女性が貧困に陥ることがな

いよう、個人の様々な生き方に沿った支援を行う。 

（２）具体的な取組 

ア 就業・生活の安定を通じた自立に向けた取組 

① 男女の均等な機会及び待遇の確保の徹底、男女間の賃金格差の解消、女性の就業継

続や再就職の支援、女性に対する各種ハラスメントの防止、男女ともにライフステー

ジに応じて、ワーク・ライフ・バランスを実現できる働き方の推進等に向けた取組を

行う。【内閣府、厚生労働省】 

② 男性に比べ女性の方が雇用者に占める非正規雇用労働者の割合が高いことが女性

が貧困に陥りやすい背景の一つとなっていることから、公正な待遇が図られた多様

な働き方の普及、同一企業・団体内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者との

間の不合理な待遇差の解消等を推進する。【厚生労働省】 

③ 社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改

正する等の法律（令和７年法律第 74 号）による中小企業等で働く短時間労働者に対

する被用者保険の適用拡大を着実に実施するとともに、更なる適用拡大の検討を進

める。【厚生労働省】 

④ 困難を抱える者の課題は、経済的困窮を始めとして、就労活動困難、病気、住まい
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の不安定、家庭の課題、メンタルヘルス、家計管理の課題、就労定着困難、債務問題

など多岐にわたり、かつこうした課題を複数抱える者が存在する。これを踏まえ、複

合的な課題を抱える生活困窮者のそれぞれの状況に応じ、包括的な支援を行いその

自立を促進するため、生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）に基づく相

談支援、就労支援、居住支援、家計改善支援等を行う。【厚生労働省】 

⑤ 令和６（2024）年４月に施行された女性支援新法を踏まえ、困難な問題を抱える女

性に対して包括的な支援を実施できるよう、支援体制の強化、支援員の人材育成、民

間団体と地方公共団体との協働の促進等の各種取組を行う。【厚生労働省】 

⑥ 男女共同参画センター等を拠点として、地方公共団体が実施する、様々な課題や困

難を抱える女性に寄り添った相談支援や、男性の望まない孤独 ・孤立の解消等のため

の相談員の育成を含めた男性相談の取組など、地域女性活躍推進交付金により支援

する。また、好事例の横展開を図り、相談支援の取組の充実等を促す。【内閣府】 

⑦ 令和 10 （2028）年 10 月の週所定労働時間 10 時間以上 20 時間未満の労働者への雇

用保険適用拡大の施行に向けて着実に準備を進めるとともに必要な周知・広報等を

実施する。【厚生労働省】 

イ ひとり親家庭等の親子が安心して生活できる環境づくり 

① ひとり親家庭の実情に応じ、マザーズハローワーク、母子家庭等就業・自立支援セ

ンター等において、ひとり親を含む子育て女性等に対するきめ細かな就職支援を実

施する。また、ひとり親家庭の親等の就労支援に資する職業訓練や各種雇用関係助成

金の活用を推進する。さらに、就職に有利になる資格の取得や主体的な能力開発の取

組を促進し、生活の安定を図るため、ひとり親家庭の親に対する給付金等により、ひ

とり親家庭の生活の安定に資する就業に向けた資格取得を促進する。加えて、企業に

対して、ひとり親の優先的な雇用について協力を要請し、助成金を通じて企業の取組

を支援するとともに、マザーズハローワーク等において、協力企業に関する情報を提

供する。【こども家庭庁、厚生労働省】 

② ひとり親家庭等が安心して子育てをしながら生活できる環境を整備するため、以

下の取組を含めた総合的な支援を展開する。【内閣府、こども家庭庁、厚生労働省、

国土交通省】 

・ ひとり親世帯や住宅困窮度の高い子育て世帯の公営住宅に係る優先入居等、住宅

セーフティネット制度による子育て世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない

賃貸住宅の登録促進、居住支援、住宅の改修や入居者負担の軽減、生活困窮者に対

する家賃相当額や転居費用の支給、住居借り上げ資金の無利子での貸付け等を通

じ、居住の安定を支援する。 

・ ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課後児童クラブ等の終了後に生活習慣

の習得・学習支援、軽食の提供等を行うことが可能な居場所づくりを推進する。 

・ 児童扶養手当の支給、母子父子寡婦福祉資金貸付金の貸付けにより経済的な支援

を実施するとともに、引き続き支給要件の周知等を図る。 

・ デジタル化社会到来の中で、女性が経済的に自立できるよう、女性デジタル人材

の育成など、多様な主体による連携体制の構築の下で地域の実情に応じて地方公共

団体が行う取組を、地域女性活躍推進交付金により支援する。 

③ ひとり親家庭を対象とした様々な支援情報を提供する。また、ひとり親家庭の相談

窓口において、ひとり親家庭が直面する様々な課題や個別のニーズに対応するため、
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適切な支援メニューをワンストップで提供する体制を整備する。【こども家庭庁】 

④ 養育費の取決め等を促進するため、法定養育費はあくまでも養育費の取決めをす

るまでの暫定的・補充的なものであり、各自の収入などを踏まえた適正な額の養育費

の取決めをすることが重要であることなどについて、動画やパンフレット等による

効果的な周知・啓発を行う。養育費 ・親子交流相談支援センターや地方自治体におけ

る養育費の相談支援について、身近な地域での伴走型の支援、専門的な相談を更に充

実・強化するとともに、離婚前後家庭支援事業において、弁護士等による支援を含め

た離婚前からの支援の充実や、関係部署の連携強化を含めた地方自治体の先駆的な

取組への支援を実施する。また、実効性の高い法的支援・解決の在り方等について分

析を行うための自治体と連携したモデル事業の実施等の実証的な調査研究や、国民

各層の声を幅広く聴くためのシンポジウムの開催等によって、養育費の支払確保に

向けた調査・検討を進める。 

「全国ひとり親世帯等調査」において、ひとり親家庭における養育費受領の実態を

把握し、受領率向上に向けた取組につなげていく。 

また、資力の乏しい者でも民事裁判等手続を円滑に利用できるようにするため、法

律相談援助や弁護士費用等の立替えを行う日本司法支援センター（法テラス）の民事

法律扶助について、令和６（2024）年４月１日から、養育費の請求を行うなどしたひ

とり親に対し、償還等免除要件の緩和を行うなど、ひとり親に対する支援を拡充した

こと等を含め、適切に運用する。 

共同養育計画及びその在り方について調査・研究し、その成果に基づいて、標準モ

デル例を公表するとともに、離婚する父母に情報提供する。 

養育費の確保を含む父母の離婚後の子の養育に係る制度及び支援施策の在り方等

について、民法等の一部を改正する法律の施行後の各法律の施行の状況を踏まえた調

査研究を実施するなどして検討を加える。また、法施行後の家事紛争に適切に対応す

るため、家庭裁判所の人的・物的体制の強化や専門性の向上に努めるよう要請する。

また、関係機関と連携した上、家事事件に対応可能なＡＤＲ事業者に関する情報を分

かりやすく発信し、当事者が自分に合った紛争解決手続に容易にアクセスできるよう

にするとともに、ＡＤＲ手続のオンライン化による全国対応を進めるなど、ＡＤＲの

利便性向上と家事紛争の受入れ体制の充実を図る。【こども家庭庁、法務省】 

⑤ 家庭の経済状況等によってこどもの進学機会や学力・意欲の差が生じないように、

以下の取組を推進する。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省】 

・ 生活困窮世帯等に対する学習支援や進路選択に関する相談等の支援のほか、こど

もや保護者の居場所づくりや生活に関する支援 

・ 学校におけるスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の配置の充

実を図るとともに、地域全体でこどもの成長を支える地域学校協働活動を推進 

・ 高校中退を防止するため高等学校における指導・相談体制の充実を図るとともに、

高校中退者等を対象とした学習相談及び学習支援を実施する地方公共団体等の取

組の支援等 

・ 教育費に係る経済的負担の軽減 

・ ひとり親家庭等のこどもに対し、学校や放課後児童クラブの終了後に生活習慣の

習得支援、大学等受験料の支援を含む学習支援等を行うことにより、進学に向けた

チャレンジを後押し 

⑥ ひとり親家庭等の自立を社会全体で応援すべく、こどもの未来応援国民運動を展
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開する。【こども家庭庁】 

ウ こども・若者の自立に向けた力を高める取組 

① 社会人・職業人として自立できる人材を育成するため、キャリア教育・職業教育を

体系的に充実する。進路や就職に関する指導も含め、男女ともに経済的に自立してい

くことの重要性について伝えるとともに、自らの学びのプロセスを記述し振り返る

ことができる教材「キャリア・パスポート」の効果的な活用等を通じて、女性が、長

期的な視点に立って人生を展望し、働くことを位置付け、準備できるような教育を推

進する。【文部科学省】 

② 若者が充実した職業人生を歩んでいけるよう、就業等の実態を男女別等きめ細か

く把握し、新規学校卒業者への支援、中途退学者や未就職卒業者への対応、フリータ

ーを含む非正規雇用で働く若者への支援等を行う。【文部科学省、厚生労働省】 

③ ニート、ひきこもり等、困難を有するこども ・若者が、社会生活を円滑に営むこと

ができるよう、子ども・若者総合相談センター、地域若者サポートステーション、ひ

きこもり地域支援センター等において、多様な主体間の連携により、複数の支援を組

み合わせて行うなど、地域の実情に合った切れ目のない支援を行う。【こども家庭庁、

文部科学省、厚生労働省、関係府省】 

④ いわゆるヤングケアラーの問題は、表面化しにくい構造であること等を踏まえ、地

方公共団体における実態把握、様々な支援に結び付けるコーディネーターの配置や

支援窓口の設置等の支援策を推進する。また、ヤングケアラーについて理解を深める

ため、必要な広報その他啓発活動を行う。【こども家庭庁】 

２ 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備 

（１）施策の基本的方向 

〇 高齢化が進展する中で、高齢期の男女が抱える生活上の困難等の的確な把握に努めつ

つ、高齢者が安心して暮らせる環境が整備されるよう、また、高齢期に達する以前の女

性が老後の生活の備えを十分にできるよう、男女共同参画の視点に立ってあらゆる面で

の取組を進める。 

〇 様々な属性を持つことに加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれて

いる場合があることに留意し、様々な属性の人々についての正しい理解を深め、社会全

体が多様性を尊重する環境づくりに資するよう、人権教育・啓発等を進める。 

（２）具体的な取組 

ア 高齢者等が安心して暮らせる環境の整備 

① 高齢期の女性の貧困について、年金生活者支援給付金制度などを活用し、低年金・

無年金者問題に対応する。また、高齢期に達する以前の女性が老後の生活の備えを十

分にできるよう、男女共同参画の視点から施策の検討を行い、あらゆる分野で着実に

推進する。【内閣府、厚生労働省、関係府省】 

② 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けて、65 歳までの高年齢者雇用確保措

置・70 歳までの高年齢者就業確保措置の着実・円滑な実施や、ハローワークの生涯

現役支援窓口における、特に 65 歳以上の者の再就職支援、シルバー人材センターを
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通じた多様な就業機会の提供等を通じ、高齢期の男女の就業を促進するとともに、能

力開発のための支援を行う。【厚生労働省】 

③  「健康寿命延伸プラン」に基づき、次世代を含めた全ての人の健やかな生活習慣形

成、疾病予防・重症化予防、介護予防・フレイル対策、認知症予防等を中心に取組を

推進し、男女ともに健康寿命の延伸を実現する。【厚生労働省、経済産業省】 

④ 医療・介護保険制度については、効率化・重点化に取り組みながら質の高いサービ

スの充実を図る。【厚生労働省、関係府省】 

⑤ 認知症や一人暮らしの高齢者が、社会から孤立することなく、住み慣れた地域の中

で、希望を持って自分らしく暮らし続けられるよう、共生社会の実現を推進するため

の認知症基本法（令和５年法律第 65 号）及び認知症施策推進基本計画（令和６年 12

月３日閣議決定）に基づき、「新しい認知症観」に立ち、認知症施策を総合的かつ計

画的に推進することにより、住民等を中心とした地域の支え合いの仕組みづくりを

促進する。【厚生労働省、関係府省】 

⑥ 高齢者が他の世代とともに社会の重要な一員として、生きがいを持って活躍でき

るよう、高齢者の多様な学習機会の提供及び社会参加の取組を促進する。【文部科学

省、厚生労働省、関係府省】 

⑦ 安定した住生活の確保、建築物、道路、公園、公共交通機関等のバリアフリー化や

無電柱化等、高齢者を取り巻く環境の整備等を推進する。 【内閣府、警察庁、国土交

通省、関係府省】 

⑧ 住宅セーフティネット制度に基づき、高齢者等の住宅確保要配慮者の入居を拒ま

ない賃貸住宅や入居中の見守り等のサポートを行う賃貸住宅の供給促進、居住支援

等を通じて、高齢者の居住の安定確保を図る。【国土交通省】 

⑨ 企業等による、高齢者のニーズや事故防止、安全対策等の社会課題に合致した機器

やサービス、その効果的な活用方法の開発等を支援する。 【総務省、厚生労働省、経

済産業省、関係府省】 

⑩ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 （平成 17 年法律

第 124 号）等を踏まえ、都道府県や市町村に対する支援等を通じ、虐待の未然防止、

早期発見、迅速かつ適切な対応が図られるよう取組を推進する。【厚生労働省、関係

府省】 

⑪ 消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号）を踏まえ、高齢者の消費者被害の防止を

図る。【消費者庁、関係府省】 

⑫ 今後、単身世帯や単身高齢世帯等の増加により孤独・孤立のリスクを抱える者の増

加が見込まれ、孤立死についても増加していくことが懸念される。こうした中長期的

な課題に対して、関係府省や地方公共団体が密接に連携し、現役世代を含めた単身者

等の孤独・孤立状態の予防や社会とのつながりを失い孤立死に至ることを予防する

観点から、居場所・つながりづくりなど、中長期的な視点に立って孤独・孤立状態の

予防に取り組む。【内閣府、関係府省】 

⑬ 上記のほか、高齢社会対策大綱 （令和６年９月 13 日閣議決定）に基づき必要な取

組を推進する。【内閣府、関係府省】 

イ 障害者が安心して暮らせる環境の整備 

① 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号）等を

踏まえ、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と
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個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けた取組を推進する。【内閣府、関

係府省】 

② 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 （平成 23 年法律

第 79 号）等を踏まえ障害者虐待防止の取組を進める。【厚生労働省、関係府省】 

③ 消費者安全法を踏まえ、障害者の消費者被害の防止を図る。 【消費者庁、関係府省】 

④ 障害者が安心して生活できる住宅の確保、建築物、道路、公園、公共交通機関等の

バリアフリー化や無電柱化を推進するとともに、障害者に配慮したまちづくりを推

進する。【内閣府、警察庁、国土交通省、関係府省】 

⑤ 障害者が個人としての尊厳にふさわしい生活を営むことができるよう、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）に

基づき、自立生活援助、就労定着支援などの障害福祉サービス等の充実を図り、障害

者の地域における生活を総合的に支援する。【厚生労働省】 

⑥ 障害者の雇用の促進等に関する法律 （昭和 35 年法律第 123 号）や障害者雇用対策

基本方針 （令和５年厚生労働省告示第 126 号）等を踏まえた就労支援を行う。【厚生

労働省】 

⑦ 上記のほか、障害のある女性は、それぞれの障害の種別ごとの特性、状態により

様々な支援が必要であることに加えて、女性であることにより、更に複合的に困難な

状況に置かれている場合があることに留意し、障害者基本計画（令和５年３月 14 日

閣議決定）に基づき、防災・防犯等の推進、自立した生活の支援・意思決定支援の推

進、保健・医療の推進等の分野における施策を総合的に推進する。また、障害者の権

利に関する条約第 31 条等の趣旨を踏まえ、障害者の実態調査等を通じて、障害者の

状況等に関する情報・データの収集・分析を行うとともに、障害者の性別等の観点に

留意しつつ、その充実を図る。【内閣府、関係府省】 

ウ 外国人が安心して暮らせる環境の整備  

① 外国人が、言語の違い、文化・価値観の違い、地域における孤立等の困難に加えて、

女性であることにより更に複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留

意し、以下の取組を含めた多文化共生施策を総合的に推進する。【こども家庭庁、総

務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省、関係府省】 

・ 日本で生活する外国人への教育、住宅、就労支援、各種の手続・法令・制度等に

ついての多言語での情報提供や、よりきめ細かな対応を可能とする相談体制の整

備、外国人のこどもへの支援等を進める。 

・ 外国人の妊産婦が、日本において母子保健情報を円滑に入手し活用することで安

心して出産・子育てができるよう支援等を進める。 

・ 外国人が抱える様々な課題を的確に把握するために、専門家の意見等を踏まえつ

つ、外国人に対する基礎調査を実施するとともに、関係者ヒアリングにおいて、地

方公共団体や外国人支援団体等幅広い関係者から意見を聴取し、共生施策の企画・

立案に活用することにより、日本人と外国人が安心して安全に暮らせる環境整備を

進める。 

・ 外国人居住の実情を踏まえつつ、行政情報や相談窓口の周知など、外国人が行政

情報を適切に把握できるような環境整備を進める。また、国の行政機関における相

談窓口と地方公共団体等が運営する相談窓口が協力し、更なる連携を強化する。 
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・ 外国人受入環境整備交付金等により、地方公共団体による多言語での情報提供及

び相談を行う一元的な相談窓口の設置・運営の取組を支援する。また、地方公共団

体の行政窓口に対する通訳支援について、利用状況等を踏まえ、引き続き、効果的

な通訳支援の在り方について検討する。 

② 配偶者等からの暴力の被害者である在留外国人女性への支援について、人身取引

及び配偶者からの暴力に関する専門的知識を持った母国語通訳者の養成等を含め、

適切に支援する。【厚生労働省】 

③ 英語や中国語等の通訳を配置した外国人のための人権相談所や外国語インターネ

ット人権相談受付窓口を引き続き設置し、更にその内容を充実させるよう努める。

【法務省】 

④ 配偶者等からの暴力を受けた外国人被害者の保護においては、在留資格の有無や

その種類により被害者の置かれた状況が様々であることや、言語や文化、習慣の違い

等を十分意識し、一時保護等の必要な支援を受けられるよう努める。【内閣府、法務

省、厚生労働省】 

⑤ 「人身取引対策行動計画 2022」に基づき、政府一体となってより強力に、総合的

かつ包括的な人身取引対策に取り組んでいく。【内閣官房、関係府省】 

エ 女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれている人々への対応  

① 様々な属性を持つことに加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置か

れている場合等を含め、人権教育・啓発活動の促進や、人権侵害の疑いのある事案を

認知した場合の調査救済活動の取組を進める。また、人権問題が生じた場合に、法務

局・地方法務局の人権相談所を相談者が幅広く安心して利用できるよう、相談員の専

門性の向上も含め、人権相談体制を充実させる。 

さらに、学校における性的マイノリティに係る児童生徒等への適切な対応を促すた

め、相談体制の充実や関係機関との連携を含む支援体制を整備する。その他、男女共

同参画の視点に立って必要な取組を進める。【内閣官房、法務省、文部科学省、厚生

労働省、関係府省】 

② 多様かつ複合的な困難を抱える人々を地域において早期に発見し、確実に支援し

ていくため、包括的な支援体制の整備を推進し、困難な状況が固定化・連鎖しないよ

うきめ細やかな支援の実現に向けて、各種施策との連携を図る。 【厚生労働省、関係

府省】 

 




